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書面交付請求による交付書面に記載しない事項
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連結注記表

・連結子会社の数 21社
・主要な連結子会社の名称 株式会社メイホーエンジニアリング

株式会社レゾナゲート
今田建設株式会社
株式会社アルト

・連結の範囲の変更 2024年10月１日付で、当社の連結子会社であった株式会社メイホーエクステックは、当社
を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。
2025年５月１日付で、株式会社ナスキーキャリアの全株式を取得し連結子会社化いたしまし
た。これに伴い、同社を連結の範囲に含めております。

イ．その他有価証券
・市場価格のない株式等

以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
を採用しております。

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
ロ．棚卸資産

・原材料 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ
り算定）を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

連結注記表
1.  連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した会社はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、MEIHO APHIVAT CO., LTD.の決算日は12月31日であります。
　連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。その他の連結子
会社の決算日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
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連結注記表

イ．有形固定資産（リース
資産を除く）

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年

ロ．無形固定資産（リース
資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づい
ております。

ハ．リース資産
・所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引
に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を
計上しております。

ハ．工事損失引当金 一部の連結子会社は、当連結会計年度末手持ち工事のうち、損失の発生が見込まれるもの
について、将来の損失に備えるため、その損失見込額を計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金 一部の連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づ
く当連結会計年度末要支給額を計上しております。

イ．工事契約 建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基
づき、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行ってお
ります。また、建設事業においては、同じく国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事
契約に基づき、主に建設工事、国道維持管理工事、緑化及び法面工事を行っております。
これら工事契約については、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、履行義
務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。進捗度の見積りは、期末までに
発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に基づいて行っておりま
す。なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることはできないものの、当該履
行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充
足に係る進捗度を合理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履
行義務について原価回収基準により収益を認識しております。

ロ．人材派遣サービス 人材関連サービス事業及び建設関連サービス事業においては、企業、国及び地方公共団体
等を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。人材派遣サービスについては、
人材派遣契約に基づき、派遣期間の稼働実績に応じて、収益を認識しております。

ハ．介護サービス 介護事業においては、通所施設及び住宅型有料老人ホームを運営しております。通所施設
においては、主にデイサービス（送迎、入浴、食事、機能訓練等）などの介護サービスを
行っております。住宅型有料老人ホームにおいては、主に居室及び生活支援サービス（食
事、洗濯、清掃等）を行っております。こうしたサービスについては、役務提供の完了時
点において収益を認識しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

③ 重要な引当金の計上基準

④ 収益及び費用の計上基準
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連結注記表

イ．退職給付に係る会計処理の方法
・小規模企業等における

簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

ロ．重要な外貨建の資産又は
負債の本邦通貨への換算
基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益
として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収益及び費用は、連結決
算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に
含めて計上しております。

ハ．のれんの償却方法及び
償却期間

のれんの償却については、３～15年間の定額法により償却を行っております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

２.  会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書き
に定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以
下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針
の変更による連結計算書類への影響はありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱い
の見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。当該会計方針の変更
は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による
前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。

３.  表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「電子記録債権」は、表示上の明瞭性を高めるた
め、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「電子記録債権」は162,483千円であります。
　前連結会計年度において流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「未払消費税等」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「未払消費税等」は203,599千円であります。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「補助金収入」は、金額的重要性が増したた
め、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「補助金収入」は4,629千円であります。
　前連結会計年度において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険解約返戻金」は、金額的重要性が増した
ため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「保険解約返戻金」は509千円であります。
　前連結会計年度において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却損」は、金額的重要性が増し
たため、当連結会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却損」は336千円であります。
　前連結会計年度において区分掲記しておりました営業外費用の「シンジケートローン手数料」（当連結会計年度は3,572千
円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。
　前連結会計年度において区分掲記しておりました特別損失の「固定資産除却損」（当連結会計年度は160千円）は、金額的重
要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。

3



2025/08/27 15:46:12 / 25268711_株式会社メイホーホールディングス_招集通知

連結注記表

科目名 金額（千円）

売上高 8,054,567

４.  会計上の見積りに関する注記
（工事契約における履行義務の充足に係る進捗度の見積り）

① 当連結会計年度の計上額
履行義務の充足に係る進捗度の見積りに基づき認識された工事契約に係る収益は以下のとおりです。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

　一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断された工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収
益を認識しております。進捗度の見積りは、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める割合に
基づいて行っております。

ロ．主要な仮定
　工事原価総額の見積りは受注時の仕様書や顧客との打合せ、現地調査、外注先からの見積書などに基づき、工事着工時
に工事責任者が案件ごとに実行予算を策定し決定します。また工事着工後も、請負金額や外注金額の変更、天候不順によ
る工期遅れ、若しくは業務内容の変更などによって実行予算の変更が生じ、これに伴い工事原価総額及び工事進捗度の見
直しを行います。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　工事の進捗に伴い工事原価総額の見直しが行われ、その結果、進捗度の見積りが変動し、進捗度に基づき認識される収
益の金額に影響を与える可能性があります。

（のれんの評価）
① 当連結会計年度の計上額

のれん　　1,982,768千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　のれんの減損の兆候の識別、減損損失の認識の判定及び測定は、のれんを含む資産グループで行っております。
　被取得企業又は譲り受けた事業の超過収益力として認識されたのれんは、規則的に償却されております。しかし、当初取得
時点の事業計画どおりに業績が進捗せず、営業活動から生ずる損益又はキャッシュ・フローの継続的なマイナス、回収可能価
額を著しく低下させる変化もしくは経営環境の著しい悪化等の事象が生じているか、又は生じる見込みである場合には、減損
の兆候があると判断します。
　減損の兆候に該当する場合には、のれんを含む資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額
を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定する必要があります。減損損失の認識が必要と判定された場合、帳簿
価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として測定します。
　当連結会計年度において、一部ののれんで減損の兆候が認められましたが、のれんを含む資産グループから得られる割引前
将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較した結果、割引前将来キャッシュ・フローがのれんの帳簿価額を上回るため
減損損失の認識は不要と判断しております。
　なお、減損の判定において利用している事業計画は、市場環境の変化等により影響を受けるため不確実性を伴い、翌連結会
計年度の連結計算書類において、のれんの金額に重要な影響を与える可能性があります。
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連結注記表

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 1,565,100株 3,131,700株 －  株 4,696,800株

５.  連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産
該当事項はありません。

② 担保に係る債務
該当事項はありません。

(2) 財務制限条項
　2023年10月27日締結のシンジケートローン方式による契約（契約総額2,700百万円、2025年６月30日現在借入金残高
1,215百万円）において、以下の内容の財務制限条項が付されています。

① 2024年６月期決算以降、各年度の決算期の末日における決算期の末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額を
2023年６月期決算期末日における連結の貸借対照表上の純資産の部の金額の75%及び直前の決算期末日における連結の貸借
対照表上の純資産の部の金額の75%のいずれか高い方の金額以上を維持すること。

② 2024年６月期決算以降の決算期を初回の決算期とする連続する２期について、各年度の決算期における連結の損益計算書に示
される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。なお、本号の遵守に関する最初の判定は、2025年６月決算期
及びその直前の期の決算を対象として行われる。

６.  連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）１．当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
２．普通株式の発行済株式の増加3,131,700株は、株式分割前に行った新株予約権の行使による増加500株及び株式分割

による増加3,131,200株であります。

(2) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

該当事項はありません。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
該当事項はありません。

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種類及び
数に関する事項
普通株式　　97,500株
（注）当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。これにより目的となる株式

の数が調整されております。
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連結注記表

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 167株 334株 －  株 501株

連結貸借対照表計上額 時　価 差　額

長期借入金
（１年内返済予定を含む） 1,704,522 1,704,168 △354

レベル１の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の
対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価 ： 観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るイ
ンプットを用いて算定した時価

レベル３の時価 ： 観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

(4) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
２．自己株式の増加334株は、株式分割によるものであります。

７.  金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しておりま
す。
　グループ営業管理規程及びグループ与信管理規程に従い、営業債権について、営業担当部門及びリスク管理部門が主要な取引
先の状況を随時モニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期
把握や軽減を図っております。
　借入金の使途は運転資金、設備及びM＆Aの投資資金であります。デリバティブ取引については、取引は行わない方針であり、
当社グループは、当連結会計年度においてデリバティブ取引は行っておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
　また、「現金及び預金」「売掛金」「買掛金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に
近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう
ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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連結注記表

区　分
時　価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
長期借入金
（１年内返済予定を含む） － 1,704,168 － 1,704,168

建設関連
サービス事業

人材関連
サービス事業 建設事業 介護事業 合計

国内官公庁 3,459,172 44,944 1,329,983 1,399 4,835,498

国内官公庁以外の公法人 118,860 12,008 1,052 705,196 837,116

国内民間 544,351 3,446,267 3,122,895 170,917 7,284,430

海外 50,016 － － － 50,016

顧客との契約から生じる収益 4,172,399 3,503,219 4,453,931 877,512 13,007,061

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 4,172,399 3,503,219 4,453,931 877,512 13,007,061

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
該当事項はありません。

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金
　時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。なお、長期借入金のうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映す
るため、時価は帳簿価額と近似していることから、帳簿価額を時価としております。

８.  賃貸等不動産に関する注記
賃貸不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

９.  収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
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連結注記表

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
① 工事契約

　建設関連サービス事業においては、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基づき、公共工事における各種調
査、設計、測量、施工管理等の発注者支援業務を行っております。こうした工事契約においては、サービスから生じる資産
を顧客が受け取るのと同時に消費しており、当該事業を行う連結子会社が顧客との契約における義務を履行するにつれて、
顧客はその便益を享受していることから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しております。
　建設事業においては、同じく国及び地方公共団体等を主な顧客とし、工事契約に基づき、主に建設工事、国道維持管理工
事、緑化及び法面工事を行っております。こうした工事契約においては、当該事業を行う連結子会社が顧客との契約におけ
る義務を履行することにより資産が生じる又は資産の価値が増加し、当該資産が生じる又は当該資産の価値が増加するにつ
れて、顧客が当該資産を支配することから、一定の期間にわたり充足される履行義務であると判断しております。
　履行義務の充足に係る進捗度の見積りについては、期末までに発生した工事原価が、予想される工事原価の総額に占める
割合に基づいて行っておりますが、これは、当該財又はサービスの提供は、顧客へ支配が移転する財又はサービスと、発生
した工事原価との間に直接的な関係性があり、したがって、発生した原価を基礎としたインプットに基づき、履行義務の充
足に係る進捗度を合理的に見積もることができると判断したためです。
　なお、請負の対価の額が確定していないなどの理由により、進捗度を適切に見積るための信頼性のある情報が不足し、そ
のため履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができない場合であっても、過去の取引実績や受注段階での交渉
から、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる場合には、履行義務の充足に係る進捗度を合
理的に見積ることができる時まで、一定の期間にわたり充足される履行義務について原価回収基準により収益を認識してお
ります。
　工事契約に基づく債権の回収は、工事完了後、概ね２か月以内に受領しており、短期間であるため、重要な金融要素の調
整は行っておりません。

② 人材派遣サービス
　人材関連サービス事業においては、企業を主な顧客とし、人材派遣サービスを行っております。また建設関連サービス事
業においても、国及び地方公共団体等を主な顧客とし、公共工事における各種調査、設計、測量、施工管理等の発注者支援
業務として、人材派遣サービスを行っております。
　これら人材派遣サービスについては、人材派遣契約に基づき、派遣期間にわたり、その稼働実績に応じて、毎月請求を行
うことから、こうした請求金額に基づいて収益を認識しております。人材派遣契約に基づく債権の回収は、請求後、概ね２
か月以内に受領しており、短期間であるため、重要な金融要素の調整は行っておりません。

③ 介護サービス
　介護事業においては、通所施設及び住宅型有料老人ホームを運営しております。通所施設においては、主にデイサービス
（送迎、入浴、食事、機能訓練等）などの介護サービスを行っております。住宅型有料老人ホームにおいては、主に居室及
び生活支援サービス（食事、洗濯、清掃等）を行っております。これらのサービスはサービスの提供により履行義務が充足
されます。そのため、役務提供の完了時点において収益を認識しております。代金の回収は短期間で行われるため、重要な
金融要素の調整は行っておりません。
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連結注記表

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 882,592

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 780,700

契約資産（期首残高） 998,916

契約資産（期末残高） 996,371

契約負債（期首残高） 190,023

契約負債（期末残高） 342,014

当連結会計年度

１年以内 3,982,424

１年超過 187,032

合計 4,169,456

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
【契約資産及び契約負債の残高等】

（単位：千円）

契約資産は、主に工事契約において、工事完了前のため未請求の、履行義務の充足に係る進捗度に基づき認識した収益に係
る連結子会社の権利に関するものです。こうした契約資産は、工事が完了し、対価に対する連結子会社の権利が無条件になっ
た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられ、おおむね２か月以内に対価を受領しております。

契約負債は、主に工事契約において、工事完了前に顧客から対価を受領した前受金に関するものです。契約負債は、収益の
認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、174,971千円です。また、当連
結会計年度において、契約資産が2,545千円減少した主な理由は、顧客との契約から生じた債権への振替による減少が、収益
認識による増加を上回ったことによるものであります。契約負債が151,992千円増加した主な理由は、建設関連サービス事業
及び建設事業の前受金の受取による増加が、収益の認識による減少を上回ったことによるものであります。

過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益（主に進捗度の見積りの変動及
び取引価格の変動）の額は△81,210千円です。

【残存履行義務に配分した取引価格】
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりです。

（単位：千円）

なお、収益認識に関する会計基準の適用指針第19項に従って、履行したサービスに応じて請求する権利を有する金額で収益
を認識する契約につきましては、収益認識会計基準第80-22項（2）の定めを適用し、残存履行義務に配分した取引価格を注
記の対象に含めておりません。
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連結注記表

(1) １株当たり純資産額 465円81銭
(2) １株当たり当期純利益 35円83銭

（１）所在地 岐阜県岐阜市吉野町５丁目ほか ２地内

（２）建物の概要 RC造地上32階建（予定）

（３）取得予定床 専有面積 1,400㎡（注）

（４）投資予定額 約1,500,000千円

（５）資金計画 自己資金及び金融機関からの借入金

（１）契約締結日 2025年11月中旬以降（予定）

（２）物件引渡日 2030年以降（予定）

10.  1株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の分割が当連結会計年度の期首に行わ
れたと仮定してそれぞれ算定しております。

11.  重要な後発事象に関する注記
（固定資産の取得）

　当社は、2025年８月21日開催の取締役会において、以下のとおり、固定資産の取得（新本社オフィス）に向けた手続きに着
手することを決議いたしました。
(1) 取得の目的

　現在の本社ビルは事業の急拡大に対応できておらず、手狭であるため、本社機能の強化と利便性向上を目的に、好立地であ
ります岐阜駅前に建設予定のビル内に、より広い面積の本社オフィスを取得いたします。
　当社は「地域創生の旗手」として社会に新たな価値を示し、全国の中小企業に「企業支援プラットフォーム」を提供するこ
とで業績向上への支援を行っております。これらの活動を東京ではなく、岐阜という地方都市から発信し続けることに意義が
あると考えております。

(2) 取得資産の概要

（注）実際の面積については変更になる場合があります。
(3) 取得の日程

(4) 業績に与える影響
　当該固定資産の取得による2026年６月期の業績に与える影響は軽微です。
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結合企業の名称 事業の内容
存続会社 株式会社メイホーホールディングス 経営管理
消滅会社 株式会社メイホーエクステック 建設事業

12.  その他の注記
(1) 完全子会社の吸収合併及び現物配当による子会社株式の取得

　当社は、2024年８月13日開催の取締役会決議により、2024年10月１日付でグループ組織再編（以下、「本組織再編」）を
行いました。
① 本組織再編の目的

　当社グループは、「個社の利益拡大」に向けグループ各社への支援体制を強化する取り組みを進めております。その一環と
して、グループ各社に対する経営支援の質の向上を図るため、各中間持株会社の役割を当社に集約する、本組織再編を実施い
たしました。具体的には、2024年10月１日に株式会社メイホーエクステックを当社に吸収合併、株式会社メイホーエンジニ
アリング及び株式会社メイホーアティーボがそれぞれ保有する子会社株式等を現物配当により当社に分配いたしました。

② 本組織再編の概要
（完全子会社の吸収合併）

イ．取引の概要
　当社は、2024年８月13日開催の取締役会決議により、当社を存続会社、株式会社メイホーエクステックを消滅会社と
する吸収合併を実施いたしました。
(ⅰ) 企業結合の法的形式

当社を吸収合併存続会社、株式会社メイホーエクステックを吸収合併消滅会社とする吸収合併。
(ⅱ) 企業結合日

2024年10月１日
(ⅲ) 結合企業の名称及び事業の内容

(ⅳ) 結合後企業の名称
変更はありません。

ロ．実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計
基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理
を行っております。
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名　　称 事業内容
株式会社オースギ 建設関連サービス事業
株式会社エイコー技術コンサルタント 建設関連サービス事業
株式会社地域コンサルタント 建設関連サービス事業
株式会社エスジー技術コンサルタント 建設関連サービス事業
株式会社ノース技研 建設関連サービス事業
株式会社安芸建設コンサルタント 建設関連サービス事業
株式会社フジ土木設計 建設関連サービス事業

名　　称 事業内容
株式会社スタッフアドバンス 人材関連サービス事業
第一防災株式会社 人材関連サービス事業
株式会社レゾナゲート 人材関連サービス事業
MEIHO APHIVAT CO.,LTD. 人材関連サービス事業

（現物配当による子会社株式の取得）
イ．取引の概要

　当社は、2024年８月13日開催の取締役会決議により、当社の完全子会社である株式会社メイホーエンジニアリング及
び株式会社メイホーアティーボより、それぞれ同社が保有する全ての子会社株式を現物配当により取得を行いました。
(ⅰ) 企業結合の法的形式

連結子会社からの現物配当
(ⅱ) 結合当事企業の名称および事業の内容

株式会社メイホーエンジニアリングが保有する株式

株式会社メイホーアティーボが保有する株式

(ⅲ) 企業結合日
2024年10月1日

(ⅳ) 結合後企業の名称
変更はありません。

ロ．実施した会計処理の概要
　「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号2013年９月13日）および「企業結合会計基準及び事業分離等
会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号2019年１月16日）に基づき、現物配当により取得する当該
子会社の株式については、これまで保有していた株式会社メイホーエンジニアリング及び株式会社メイホーアティーボの
株式のうち相当する部分と実質的に引き換えられたものとみなして処理いたしました。
　なお、これにより、損益に与える影響はありません。

(2) 記載額は千円未満を四捨五入して表示しております。
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・子会社株式及び関連会社
株式

移動平均法による原価法を採用しております。

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

① 有形固定資産（リース資産
を除く）

定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用してお
ります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 18年
工具、器具及び備品 ２～６年

② 無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
商標権 10年
自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）

・所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

・賞与引当金 従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上
しております。

個別注記表
１.  重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2) 固定資産の減価償却の方法

③ リース資産

(3) 引当金の計上基準

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社は純粋持株会社として、グループ各社に対し経営管理を行っており、その収益は、主に当社の子会社からの経営指導料
及び受取配当金からなります。経営指導料については、子会社との経営指導契約に基づき、毎月の請求金額により収益を認識
しております。受取配当金については、効力発生時点で収益を認識しております。

２.  会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年改正会計基
準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効
果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」とい
う。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響
はありません。
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個別注記表

① 短期金銭債権 ７千円
② 短期金銭債務 4,241千円

営業取引による取引高
売上高 697,092千円
販売費及び一般管理費 28,609千円

営業取引以外の取引高 44,516千円

３.  表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度において区分掲記しておりました流動資産の「関係会社未収利息」（当事業年度は1,998千円）は、金額的重要性
が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。
　前事業年度において区分掲記しておりました投資その他の資産の「繰延税金資産」（当事業年度は4,975千円）は、金額的重
要性が乏しくなったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。

４.  会計上の見積りに関する注記
（関係会社株式の評価）

① 当事業年度の計上額
　関係会社株式　　5,689,651千円

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　関係会社株式は、発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく低下したときは、その回復可能性が十分な証拠によっ
て裏付けられる場合を除いて相当の減額を行い、評価損を計上します。
　また、当社が株式を保有する関係会社のうち超過収益力を加味した価額で取得した関係会社株式については、関係会社株式
の評価の基礎となる実質価額の算定に当たって、超過収益力を反映しており、当初事業計画の達成状況や営業損益の実績値の
動向等を踏まえて超過収益力の毀損の有無を検討した結果、超過収益力は維持されており、実質価額は著しく低下していない
と判断しております。
　市場環境の変化等により超過収益力の毀損が生じた場合には、翌事業年度の計算書類に計上される関係会社株式の金額に重
要な影響を与える可能性があります。

５.  貸借対照表に関する注記
(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

(2) 財務制限条項
連結注記表「連結貸借対照表に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

６.  損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
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株式の種類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
の株式数

普通株式 167株 334株 －  株 501株

繰延税金資産
未払事業税 1,205千円
関係会社株式評価損 4,662千円
賞与引当金 8,115千円
その他 1,829千円
繰越欠損金 108,143千円

繰延税金資産小計 123,954千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △108,143千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △10,835千円

評価性引当額小計 △118,979千円
繰延税金資産合計 4,975千円

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社
株式会社
メイホーエンジニ
アリング

直接
100

経営指導
資金の貸付
役員の兼任

経営指導料の受取
（注1） 74,508 － －

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

832,168
1,158,131

6,911

関係会社短期貸付金 51,590

増資の引受
（注3） 1,101,348 － －

現物配当の受取
（注4） 1,021,257 － －

７.  株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１．当社は、2025年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。
２．自己株式の増加334株は、株式分割によるものであります。

８.  税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（注）「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、2026年4
月1日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、当社は「防衛特
別法人税」を考慮した法定実効税率を用いて繰延税金資産及び評価性引当額を計上しております。
この税率変更に伴う影響は軽微であります。

９.  関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等
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個別注記表

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 株式会社オースギ 直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

139,000
196,683

407

関係会社短期借入金 72,318

子会社
株式会社
エイコー技術コン
サルタント

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

245,500
202,744

880

関係会社短期借入金 176,757

子会社
株式会社
地域コンサルタン
ト

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

182,000
208,055

1,635

関係会社短期借入金 243,945

子会社
株式会社
エスジー技術コン
サルタント

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

154,000
145,000

2,130

関係会社短期借入金 274,000

子会社 株式会社
ノース技研

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

367,000
286,500

1,562

関係会社短期借入金 304,000

子会社
株式会社
安芸建設コンサル
タント

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注２）

223,000
207,759

2,034

関係会社短期借入金 295,241

子会社 株式会社
フジ土木設計

直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

115,100
186,689

1,583

関係会社短期借入金 158,411

子会社
株式会社
メイホーアティー
ボ

直接
100

資金の借入

資金の借入 643,430 関係会社短期借入金 92,520
資金の返済 550,910
利息の支払 523
（注2）
増資の引受
（注3） 556,200 － －

現物配当の受取
（注4） 627,366 － －

子会社 株式会社
レゾナゲート

直接
100

資金の借入
資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

504,000
450,000

304

関係会社短期借入金 75,000

子会社 株式会社有坂建設
直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

180,500
109,000

1,195

関係会社短期借入金 208,500

子会社 株式会社三川土建
直接
100

資金の借入

資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

58,000
151,227

1,713

関係会社短期借入金 151,773
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個別注記表

種類 会社等の名称 議決権等の
所有割合(％) 関連当事者との関係 取引内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社 今田建設株式会社 直接
100

経営指導
資金の借入
債務被保証

経営指導料の受取
（注1） 122,064 － －

資金の借入
資金の返済
利息の支払

（注2）

2,620,000
1,770,000

2,373

関係会社短期借入金 850,000

当社銀行借入に対する
債務被保証

（注5）
1,215,000 － －

子会社 ハーミット
株式会社

間接
100

資金の借入
資金の借入
資金の返済
利息の支払
（注2）

301,000
108,000

1,611

関係会社短期借入金 193,000

子会社 株式会社アルト
直接
100

資金の貸付

資金の貸付
資金の回収
利息の受取
（注2）

925,413
758,338

4,165

1年内回収予定の
関係会社長期貸付金
関係会社短期貸付金
関係会社長期貸付金

45,814

33,100
271,199

(1) １株当たり純資産額 288円04銭
(2) １株当たり当期純利益 46円36銭

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）経営指導料については、経営の管理・指導等を行うため一定の合理的な基準に基づき決定しております。
（注2）資金の貸付・借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（注3）増資の引受については、債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ）を行ったことによるものです。
（注4）現物配当の受取については、保有する全ての子会社株式を現物配当として収受したものであります。
（注5）当社は、銀行借入に対して今田建設株式会社より債務保証を受けております。なお保証料の支払いは行っておりません。

10.  収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報については、「１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記　(4) 収益及び費用の計上基
準」に記載のとおりです。

11.  １株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分割が当事業年度の期首に行われたと仮
定してそれぞれ算定しております。

12.  重要な後発事象に関する注記
　連結注記表「重要な後発事象に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

13.  その他の注記
(1) 完全子会社の吸収合併及び現物配当による子会社株式の取得

連結注記表「その他の注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

(2) 記載額は千円未満を四捨五入して表示しております。

17


